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閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録 
 

開催日時：平成２７年１月３０日（金） ８：１４～８：２３ 

 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

 

出 席 者：安 倍 晋 三 内閣総理大臣 

麻 生 太 郎 国務大臣（副総理，財務大臣，内閣府特命担当大臣） 

高 市 早 苗 国務大臣（総務大臣） 

上 川 陽 子 国務大臣（法務大臣） 

岸 田 文 雄 国務大臣（外務大臣） 

下 村 博 文 国務大臣（文部科学大臣） 

塩 崎 恭 久 国務大臣（厚生労働大臣） 

西 川 公 也 国務大臣（農林水産大臣） 

宮 沢 洋 一 国務大臣（経済産業大臣，内閣府特命担当大臣） 

太 田 昭 宏 国務大臣（国土交通大臣） 

望 月 義 夫 国務大臣（環境大臣，内閣府特命担当大臣） 

中 谷   元 国務大臣（防衛大臣） 

菅   義 偉 国務大臣（内閣官房長官） 

竹 下   亘 国務大臣（復興大臣） 

山 谷 えり子 国務大臣（国家公安委員会委員長，内閣府特命担当大臣） 

山 口 俊 一 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

甘 利   明 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

有 村 治 子 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

石 破   茂 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

陪 席 者：加 藤 勝 信 内閣官房副長官 

世 耕 弘 成 内閣官房副長官 

杉 田 和 博 内閣官房副長官 

横 畠 裕 介 内閣法制局長官 

 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

     ○一般案件      １件 

     ○国会提出案件    ２件 

     ○政令        ７件 

     ○人事        １件 

     ○配布        ３件 

     いずれも，案件表のとおり，決定等となった。 
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議事内容： 

○菅国務大臣：ただ今から，閣議を開催いたします。まず，閣議案件について，加藤

副長官から御説明申し上げます。 

○加藤内閣官房副長官：一般案件等について，申し上げます。まず，「平成２６年の地

方からの提案等に関する対応方針」について，御決定をお願いいたします。本件は，

地方公共団体からの提案等を踏まえ，国から地方公共団体，都道府県から指定都市

への事務・権限の移譲等及び義務付け・枠付けの見直しの推進について定めるもの

であります。 

 次に，「国民生活安定緊急措置法施行状況報告書」について，御決定をお願いいた

します。本件は，同法に基づき，生活必需物資等の価格及び需給の調整等に関する

緊急措置について，昨年７月１日から１２月３１日までの間において，講じた措置

はないことを，国会に報告するものであります。 

 次に，「特別会計財務書類」について，御決定をお願いいたします。本件は，特別

会計法に基づき，平成２５年度における各特別会計の資産及び負債の状況等につい

て，国会に提出するものであります。 

 次に，政令７件について，御決定をお願いいたします。まず，「地方教育行政の組

織及び運営に関する法律の一部改正法の施行に伴う関係政令の整備政令」は，教育

長が議会の同意を得て地方公共団体の長により直接任命される特別職となること

に伴い，関係政令の規定の整備を行うものであります。 

 次に，「独立行政法人医薬基盤研究所法の一部改正法の施行期日令」は，同改正法

の施行期日を本年４月１日と定めるものであり，「同改正法の施行に伴う関係政令

の整備及び経過措置に関する政令」は，法人の名称変更に伴う規定の整備を行うと

ともに，解散法人から国が承継する資産の範囲等必要な経過措置を定めるものであ

ります。 

 次に，「生活保護法施行令の一部を改正する政令」及び「生活困窮者自立支援法施

行令」は，被保護者就労支援事業及び生活困窮者自立相談支援事業等に係る国の負

担等を定めるものであります。 

 次に，「会社法の一部改正法及び同改正法の施行に伴う関係法律の整備等法の施

行に伴う関係政令の整理政令」は，厚生労働省及び農林水産省の関係政令の規定の

整理を行うものであります。 

 次に，人事案件について，申し上げます。加藤英彦外７９８名の叙位，叙勲又は

紺綬褒章等の授与について，御決定をお願いいたします。 

 次に，配布資料といたしまして，「労働力調査報告」，「消費者物価指数」及び「家

計調査報告」があります。本件につきましては，後程，総務大臣及び，関連して厚

生労働大臣から御発言があります。 

○菅国務大臣：次に，大臣発言がございます。まず，総務大臣。 

○高市国務大臣：本日，労働力調査，消費者物価指数及び家計調査の結果を公表いた

します。その主なポイントは，次のとおりです。公表時刻は８時３０分ですので，

その旨御留意ください。 
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 １２月の就業者数は６,３５７万人となり，１年前に比べ３８万人の増加となり

ました。 

 完全失業者数は２１０万人となり，１年前に比べ１５万人の減少となりました。

完全失業率（季節調整値）は３.４％と，前月に比べ０.１ポイント低下し，平成９

年８月以来，１７年４か月ぶりの低い水準となりました。 

 なお，平成２６年平均の完全失業率は３.６％となりました。 

 １２月の全国の消費者物価指数は，１年前に比べ２.４％の上昇となりました。

生鮮食品を除く指数は，１年前に比べ２.５％の上昇と，１９か月連続の上昇とな

りました。食料とエネルギーを除いた指数は，１年前に比べ２.１％の上昇となり

ました。 

 平成２６年平均の全国の指数は，前年に比べ２.７％の上昇と，２年連続の上昇

となりました。 

 １月の東京都区部速報値は，１年前に比べ２.３％の上昇となりました。 

 全国２人以上世帯の１２月の消費支出は，１年前に比べ実質３.４％減少し，９

か月連続の減少となりました。 

○菅国務大臣：次に，厚生労働大臣。 

○塩崎国務大臣：平成２６年１２月の有効求人倍率は，季節調整値で１.１５倍と，前

月を０.０３ポイント上回りました。有効求人は前月に比べ０.３％の増加，有効求

職者は２.２％の減少となりました。 

 求人・求職の動向や，総務大臣から報告のありました労働力調査結果をみますと，

現在の雇用情勢は，一部に厳しさが見られるものの，着実に改善が進んでおります。

ただし，消費者マインドの弱さや海外景気の雇用への影響について注意が必要と考

えます。 

 雇用情勢の地域差などの課題に対応した雇用対策の推進や，「正社員実現加速プ

ロジェクト」による正社員就職の促進などの現在の雇用対策に加え，平成２７年度

予算案に必要な施策を盛り込んだところであり，雇用情勢の一層の改善が進むよう

取り組んでいきます。閣僚の皆様には，御理解と御協力をお願いいたします。 

○菅国務大臣：これをもちまして，閣議を終了いたします。 

 引き続き，閣僚懇談会を開催いたします。 

 発言はございますか。 

 無いようですので，以上をもちまして，閣僚懇談会を終了いたします。 

 



平成27年 

１月 30日 

◎一般案件 

○平成２６年の地方からの提案等に関する対応方針

（決定）            （内閣府本府）

◎国会提出案件 

☆国民生活安定緊急措置法施行状況報告書（平成２ 

６年７月１日から同年１２月３１日まで）につい 

て（決定）            （消費者庁） 

〃  ○平成２５年度特別会計財務書類について（決定） 

（財務省） 

◎政  令 

   ○地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部

を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備に関

する政令（決定） （文部科学省） 

〃  ○独立行政法人医薬基盤研究所法の一部を改正する 

法律の施行期日を定める政令（決定） 

（厚生労働省） 

〃  ○独立行政法人医薬基盤研究所法の一部を改正する 

法律の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に 

関する政令（決定）    （厚生労働・財務省） 

〃  ○生活保護法施行令の一部を改正する政令（決定） 

（厚生労働省） 

○生活困窮者自立支援法施行令（決定）  （同上）

〃  ○会社法の一部を改正する法律及び会社法の一部を 

改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関 

する法律の施行に伴う厚生労働省関係政令の整理 

に関する政令（決定）         （同上） 

資 料
あ り

（ 金 ）閣 議 案 件

資 料
あ り

資 料
あ り

〔 別 添 〕
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○会社法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法

律の整備等に関する法律の施行に伴う農林水産省

関係政令の整理に関する政令（決定）

（農林水産省・金融庁・財務省） 

◎人  事 

☆元法務技官加藤英彦外７９８名の叙位，叙勲又は 

紺綬褒章等授与について（決定） 

◎配  布 

☆労働力調査報告  （総務省） 

☆消費者物価指数  （同上） 

☆家計調査報告 （同上） 

〔○署名あり  ☆署名なし〕 

資 料
あ り

資 料
あ り
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